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防災研究所における地震活動の研究： 

跡津川断層と飛騨山脈下の地震活動－初期の観測－ 

三 雲  健（1953 年卒） 

1. 背景 

 中部地方北西部の飛騨地方は、東側をわが国最高峰の飛騨山脈、西側を両白山脈で境され、北側

は富山平野、南側は美濃山地で囲まれる高地地帯である。この地方は地質学的には主として古生層

と中世層、一部は第三紀より第四紀の火山岩より成る。この地域に跡津川断層をはじめ、飛騨断層

系と呼ばれる多くの第四紀活断層が存在することはすでに 1912 年頃に指摘されていたが、これら 

断層系の全体像が明らかになったのは、比較的最近の詳細な地形・地質学的調査（１）によるもの

であった。この跡津川断層は東北端の立山付近より真川－有峰―太多和―跡津川―高原川―宮川―

天生峠―白川へ至るENE―WSW の走行を持ち延長約 70 km に達する。この断層沿いの地形のずれ

は中央部の高原川付近で最大約 3 km に達し、明瞭な川の屈曲を見せている。跡津川断層の北方約 6 

km にはほぼ平行して走る同程度の長さの牛首・亀谷断層が存在し、さらにこの間には両者を斜め

に結ぶように茂住・佑延断層が走っている。またこれらの断層の西南端には、ほぼ直交するように

御母衣断層がNWN―SES 方向に伸び、さらにこの南東端より東側に約 10 km の間隔をおいて阿寺

断層が南東へ伸び、さらにこの両断層に直交する多数の小断層の存在が認められている。これらの

共役断層群は、この地方が第四紀に入って以来の長期間ESE―WNW ないしE-W 方向の強い圧縮力

を受けたために生成されたものと考えられている。 

 一方、飛騨地方の東側に存在する平均標高 2、500 m の飛騨山脈はほぼ南北方向に走るが、この

山脈中には北から立山、鷲羽岳、焼岳、乗鞍岳、御岳などの活火山が存在し、このうちのあるもの

は現在も間歇的な火山活動を継続している。また西側の両白山脈中にも白山、大日岳の 2 つの活火

山が存在する。 

2. 地震観測の開始 

 この地方に最初の地球物理系観測所が置かれたのは、1965 年の京大防災研究所付属・上宝地殻 

変動観測所である。この観測所の本来の目的はこの地方特に跡津川断層に関係する地殻変動を検出

することにあり、上宝蔵柱観測坑に伸縮計、水管傾斜計、歪地震計などを設置して観測を継続して

いた。この時期に最初に断層付近に地震計を設置して地震の予備的観測が行われたのは 1971-73 年

であり、この周辺で多くの微小地震が発生していることが見出された（2、3)。それまでの 15 年間

の気象庁による観測では、この周辺に発生した小地震(M>3)は僅かに数個であった。 

 1976 年には第 3 次地震予知計画によって、この地域の地震活動を把握するため上宝蔵柱のほか、  

岐阜県天生、富山県楡原に地震観測点を設置してテレメータにより、観測データを観測所に送る  

ことを計画した。この計画については当初、京大内部や国内の微小地震観測グループから、地殻  

変動観測所が何故地震予知関係予算によって地震観測を行うのかという批判があった。これに対し

ては上の背景をもとにこの地域の地震観測の重要性について種々説明を重ねた結果、当時の文部省

当局は異議を挟まず、結局このための予算が観測所に配当され、これによって上記の観測点設置と

ディジタル・テレメータ・システムの導入が可能になった（当時のシステムの詳細は(5) 参照）。 

次いで 1979 年には富山県福光観測点を増設するとともに、名古屋大学との協議により、同大学高山

地震観測所の 3 観測点（高山、焼岳、高根）との間でテレメータによるローカル・データ交換を   

開始し、1980 年 4 月からは 7 観測点によって飛騨地方北部一帯の地震活動状況を把握できることと
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なった。さらに 1985 年から始まった第 5 次計画中の「日本海沿岸総合観測研究」によって、石川県

七尾、宝立 2 観測点と富山県朝日観測点を増設し、能登半島と富山湾周辺の地震活動もあわせて  

10 観測点からのデータが上宝観測所へ搬送され、ここで集中処理されてこの地方一帯の常時地震  

観測が始められることになった。 

3. 初期(～1990)の地震活動観測結果 

  次にこれらの観測網の完成後に得られた1980年4月から1986年6月までの地震活動状況（6、10、

14、16）を図１に示した。この中にはこの約 6 年間中に発生した 1<M<5 の地震 5864 個の震央が含

まれる。これらの地震の震源決定には、この地方の平均的地殻速度構造をもとに、非線形最小二乗

法が用いられた(6、16)。震源位置の精度は観測網の中心から半径 25 km 以内では水平方向に 1 km、

深さ方向で約 2 km 以内、中心から 25～50 km の範囲ではそれぞれ 1.5 km と 3 km 以内であった。 

 

図 1 上宝地震観測網で得られた 1980 年 4 月～1986 年 6 月の地震活動状況。 

 

これらの観測から地震活動パターンは次のような特徴を示すことが明らかになった。先づ跡津川 

断層沿いには活発な活動が見られるが、その活動は一様ではなく、断層の東部と西部で活発で、

中央部の約 22 kmの間の活動度は比較的低い。東部の活動は立山付近で飛騨山脈下の活動に連なり、

また西部の活動は天生峠から御母衣断層を超え、白山付近まで達している可能性もある。さらに  

この北側には牛首断層が走り、この断層西部と跡津川断層の間を斜めに走る茂住・佑延断層沿いに

も活動が見られ、これらの活動は時間的にはほぼ定常的である。一方、東側の飛騨山脈に沿っても

北部の立山付近から中央部の焼岳―乗鞍岳までの間と、南側の御岳周辺に活発な地震活動が見られ

る。この活動は定常的ではなく、間歇的な群発活動とこの移動現象が見られるのが特徴である。  

また高山東方や阿寺断層東方にも活動が見られる。さらに御母衣断層北部や富山平野西部の高清水、

石動などの活断層周辺にも地震が発生しているが、これらの断層と関係があるかどうかは明らかで

はない。一方、跡津川断層と飛騨山脈西縁および高山東部の活動域に囲まれる上宝を中心とする  
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三角地帯では、地震活動は特に低く、この地域の地殻がかなり均質であることを示している。 

跡津川断層沿いの地震活動が一様ではなく、その発生頻度に差が見られることは、この断層の動き

によって発生したと思われる 1858 年の安政飛越地震(M7.0)の影響を受けていることが考えられる。

この地震の際、この断層のほぼ全体が動いたと思われることは、断層に沿う当時の被害調査(7)や、

断層の東部と西部で行われた古地磁気学的調査と年代測定（12、13）、さらには 1982 年に断層西部

の宮川村野首で行われた断層トレンチ掘削調査(11)の結果からほぼ明らかである。この地震時の 

断層変位を示すデータはないが、これが一様でなかったために、地震後の応力分布も一様でなく、

これが現在の地震活動のパターンに影響している可能性が考えられる。また別の理由として、国土

地理院による測地測量(1990)により、中央部では年間 2 mm 程度のクリ－プが見出されたことから、

これがここでの地震の活動度に影響している可能性も考えられる。 

一方、これらの地震発生の深さの下限は、跡津川断層中央部の下では約 15 km、断層西端の天生   

付近で約 10 km、東端の黒部付近で約 8-10 km と両端で浅くなっており、これが断層面の深さを示

すものと解釈されている。またこの深さ分布は地表面にほとんど垂直か、断層の西端付近ではやや

西北側に傾斜しており、これがこの付近の断層面の傾斜を示すものかも知れない。これに対して、

飛騨山脈下では地震発生の下限は 8 km 程度である。地殻中で地震が発生する深さの下限は地殻内

の熱流量にしたがって温度分布に関係することは早くから指摘されており(4、9)、ある深さで岩石

が脆性的性質から塑性的性質へ移行するためと考えられる。飛騨山脈には先に述べたように、いく

つかの活火山が存在するため他の地域に比べて高温と考えられ、このため地震発生の下限が浅いと 

思われる(19)。 

 このことはこの地域で行われた 3 次元速度構造の研究によっても支持される。高精度の地震観測 

データのインバージョンによる広域の地殻・上部マントル構造の研究では、飛騨地域は周辺地域に  

比べてやや低速度で、飛騨山脈を含む地域の地殻部分の P 波の平均速度は 3.5～7 %程度小さく、  

上部マントルでは-3～4 %の低速度層が約 150 km の深さまで入り込んでいることが示された(18)。

次いでこの地域の上部地殻の 3 次元構造をさらに詳しく調べるために、上宝観測網 8 点、北陸観測

網 2 点、名古屋大学高山観測網 4 点、東大地震研・信越観測網 2 点の合計 16 観測点で観測された

204 個の地震による約 2、200 個の P 波走時の同時インバージョンが行われた(17、 21)。この結果、

飛騨山脈の西縁付近から跡津川―牛首断層の西端付近まではP波速度6.0～6.2 km/sの硬い層が少な

くとも深さ 12 km 程度まで存在すること、飛騨山脈中軸部と西南端付近では上部から約 10 km の深

さまで 5.6～5.8 km/s のかなり遅い速度層が存在し、火山活動による高温状態を示唆するとともに、

白山を含む西部の両白山脈の上部地殻も同様に低速度層に覆われていることなどが明らかになった。 

 一方、この期間中に上の地域に発生したM>3 の主要な地震のメカニズムは、跡津川断層沿いでは 

右横ずれ型が卓越し、この断層のすべり方向と調和的であるが、牛首、御母衣断層北部には逆断層

型の地震も発生している。また飛騨山脈下に発生した地震の多くは、御岳周辺の地震も含めて、横

ずれ型メカニズムが卓越し、阿寺断層北部東側の地震も同様なメカニズムを示している。これらの

地震を発生させた最大主応力は ESE-WNW 方向にあるが(14,16)、このパターンはこの時点までに   

行われた過去約 80 年間の三角測量の結果（15）とも整合的であり、最近の広域 GPS 観測からも     

支持される。この事実は飛騨地方が第四紀の長期間に亘ってこの方向のストレスを受けてきたこと

を示し、早くから考えられて来た(8)ように、太平洋プレートの沈み込みに起因するところが大きい

と思われる。 

4. その後 

 跡津川断層周辺と飛騨山脈を含む飛騨地方一帯の地震活動の観測はその後も継続され、2000 年 

以後は Hi-net 観測点を含む観測データが京大防災研（宇治）と気象庁へも送られて集中解析され、

精度の良い結果が得られている（20、 22、 25）。また飛騨山脈の立山の下では深さ 20 km 付近で



36 
 

低周波地震が観測されるなどの新しい発見もあった（23）。跡津川断層を含むこれらの地域は、大局

的には新潟―神戸を結ぶ一定の幅を持ったベルト上にあり、地震活動や地殻変動が特に活発な地帯

として、最近では“歪集中帯”と呼ばれて注目されるようになった。2004 年から 2008 年まで跡津川

断層を中心とする地域では、さらに GPS 観測(26、27)や多点合同地震観測(28)はじめ多くの研究機

関による総合的調査研究が行われた。これらの新しい観測結果については、最近の“Geodynamics of 

Atotsugawa Fault System” (29)にまとめられている。 
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